（別添２）
障がい者支援事業実施要領

第１　通所通園等推進事業

１　目的
本事業は、心身障がい児通園施設等の通園に要する経費及び施設入所児（者）の帰省等に要する経費に対し助成することにより、障がい者福祉の向上を図ることを目的とする。 

２　実施主体 

実施主体は、中核市を除く市町村とする。 

３　事業内容 

 (1)　障がい児通園費補助事業 

ア　対象者 

県内又は県外の障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律（平成22年法律第71号）で改正される前の児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する知的障害児通園施設、肢体不自由児施設通園部、難聴幼児通園施設から、児童福祉法第６条の２の２第１項に規定する児童発達支援又は医療型児童発達支援若しくは放課後等デイサービスを行う施設に移行した施設に通園する児童（児童福祉法第４条の規定による児童をいう。）及び付添人とする。ただし、就学奨励費の対象児童及び付添人は除く。
イ　対象経費
　　 (ｱ)　学齢前の児童、学齢児及びその付添人 

ａ　公共交通機関利用の場合 

児童及び付添人が最も経済的で合理的な経路及び方法により通園する場合の交通費のうち、１か月2,000円を超える部分の額とする。 

ｂ　自家用車利用の場合 

次の算式により算出した額のうち、１か月2,000円を超える部分の額とする。 

（算式）
通園距離×２

１㍑当たりのガソリン単価×　　　　　　　　　　　　×通園（付添）日数
１㍑当たりの走行距離 

注１　通園距離は、自宅から施設までの最も経済的で合理的な通常の経路による距離 

２　１㍑当たりのガソリン単価は、別途通知する。
３　１㍑当たりの走行距離　　普通自動車 10㎞／㍑
軽自動車　 15㎞／㍑
　　 (ｲ)　学齢後の児童及びその付添人 

児童の属する世帯の収入額により、次のように取り扱う。

ａ　収入額が生活保護基準により算定したその世帯の最低生活費の1.5倍未満の場合　　(ｱ)と同じとする。

ｂ　収入額が生活保護基準により算定したその世帯の最低生活費の1.5倍以上で2.5倍未満の場合　　(ｱ)の２分の１の額とする。 

ｃ　収入額が生活保護基準により算定したその世帯の最低生活費の2.5倍以上の場合　　補助対象としない。
 (2)　重症心身障がい者通園費補助事業 

ア　対象施設及び対象者 

対象施設は、県内の重症心身障害児（者）通園事業実施要綱（平成８年５月10日児発第496号）に規定する重症心身障害児（者）通園事業Ｂ型施設から障害者総合支援法第５条に規定する生活介護事業所へ移行した施設とし、当該施設に通園する重症心身障がい者及び付添人を対象者とする。 

イ　対象経費

　　 (ｱ)　公共交通機関利用の場合 

重症心身障がい者又は付添人が最も経済的で合理的な経路及び方法により通園する場合の交通費のうち、１か月2,000円を超える部分の額とする。 

　　 (ｲ)　自家用車利用の場合 

次の算式により算出した額のうち、１か月2,000円を超える部分の額とする。 

（算式）
通園距離×２ 

１㍑当たりのガソリン単価×　　　　　　　　　　　　×通園（付添）日数
１㍑当たりの走行距離
注１　通園距離は、自宅から施設までの最も経済的で合理的な通常の経路による距離
２　１㍑当たりのガソリン単価は、別途通知する。 

３　１㍑当たりの走行距離　　普通自動車 10㎞／㍑ 

軽自動車 15㎞／㍑ 

 (3)　有料道路通行料補助事業 

ア　対象者
県内の心身障がい児・者施設に入所している者の介護者又は重度心身障がい者の介護者とする。
なお、重度心身障がい者の認定に当たっては、別紙「通所通園等推進事業重度心身障がい者認定基準」によるものとする。 

ただし、「障害者に対する有料道路通行料金の割引措置について」（平成15年11月６日付け障発第1106002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）により割引措置を受ける者を除くものとする。 

イ　対象経費 

県内の心身障がい児施設に入所している児童の帰省又は介護者の面会のため、県内の心身障がい者施設に入所している者の帰省のため及び特別児童扶養手当等の支給に関する法律(昭和39年法律第134号)第26条の２の規定による特別障害者手当の支給を受ける者、又はこの者と同程度以上の障がいのある在宅の３歳以上の者（以下「重度心身障がい者」という。）の通院のため、介護者が有料道路を利用した場合の通行料とする。
なお、経費の限度額は、県内の心身障がい児・者施設に入所している者又は重度心身障がい者１人当たり年間４万円以内とする。

（別紙）

通所通園等推進事業重度心身障がい者認定基準
１　認定事項
ここでいう認定とは、要介護度を評価するものであること。 

２　認定の基準 

「要介護度」とは、介護の内容が身辺介護に併せて、生命の危険が伴う等の恐れがあって、常に精神的緊張の伴う介護の総和を指すものである。 

なお、項目ごとの基準は次のとおりである。

 (1)　身辺自立関係
	項目
	全面介護
	半介護

	衣服の着脱 
	どのような衣類でも着脱に介護を要する。 
	着脱しにくい衣類については手助けが必要である。 

	食事 
	どのような食事でもすべてに介護を要する。 
	こぼすが何とか自分でできる。

特別食を与えたり、食器に工夫をすれば可能であるが手助けが必要である。 

	排泄 
	排尿を訴えることができない。 

便器まで移動することができない。 

常時おむつを使用している等すべてに介護を要する。 
	日中は自分でできるが夜間は介護を要する。 

大便の後始末に介護を要する。
排尿を訴えるが用便動作には介護を要する。 

	入浴 
	風呂の出入りから体を洗うことまですべてに介護を要する。 
	入浴時の着脱から体を洗うことに介護を要する。 

	移動 
	室内の歩行もできず、移動にはすべて介護を要する。 

車イス等の乗降には必ず介護を要する。 
	室外の歩行には介護者が必要である。 

段差及び凸凹等の障害があるところは、介護が必要である。 

室外歩行は、おおむね100ｍ以上及び坂道は介護を要する。 


※　全面介護２点 半介護１点で評価する。 

 (2)　異常行動等 

ア　興奮・乱暴 

病的、狂乱状態を指すものであって、欲求不満等の心理的原因による反抗、攻撃的行動は含まないこと。 

イ　自傷行為 

病的に自分の体に傷を付け、その行為が生命に危険を伴うものを指すもので、頭をイスに軽く当てる、１～２本の頭髪をむしる等の癖の程度は含まないこと。 

ウ　放火・弄火 

病的放火癖、危険箇所もわきまえない弄火癖を指すもので、一般にいう火いじり程度は含まないこと。 

エ　自殺行為 

意図自殺行為、演技的自殺行為を含むが、自殺をほのめかす言動程度は含まないこと。
オ　放浪・徘徊

深夜にわたり、帰ることさえできない状態で、放置すれば危険を伴う恐れのあるものをいい、長時間の散歩、遊び歩き程度のものは含まないこと。 

カ　性的異常行為 

異性、幼児等に性的行為による危害を加える恐れのあるものを指し、わい談、露出狂、マスターベーション等は含まないこと。 

キ　病的発作
医師に厳重な注意を受けている心臓発作、ぜん息発作等生命に危険を伴う発作及びてんかんの大発作をいい、軽微な発作及びヒステリー発作等は含まないこと。 

※　異常行動、病的発作とも週２～３回以上の場合を該当とする。 

３　該当基準 

次の基準のいずれかに該当する者の介護者 

 (1)　身辺自立関係が10点 

 (2)　身辺自立関係が７点以上で、他に常時保護を必要とする異常行動又は病的発作が２項目以上ある場合
第２　障がい者余暇活動支援事業
１　目的
この事業は、障がい者等に余暇活動の場の提供や余暇の過ごし方に関する相談支援を行い、又は重度障がい者の外出を支援し、障がい者等の余暇の充実及び社会参加の促進を図ることを目的とする。 

２　実施主体 

実施主体は、中核市を除く市町村（ただし、精神障がい者に係る４(1)アの事業については、中核市を含む。）とする。 

３　事業の実施者 

特定非営利活動法人、非営利の福祉活動を行っているボランティア団体及び社会福祉法人等で、本事業により市町村が補助する者とする。 

４　参加対象者 

この事業における参加対象者は、次のとおりとする。

 (1)　地域余暇活動支援事業 

ア　障がい者（身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者）並びにその家族 

イ　その他、市町村長が支援を必要と認めた者（高次脳機能障がい者、ひきこもり者等） 

 (2)　重度障がい者外出支援事業 

重度障がい者（身体障害者手帳１級若しくは２級、療育手帳Ａ１又は精神障害者保健福祉手帳１級に該当する者）及び介護者並びに事業の協力者 

５　実施内容
この事業は、次に掲げる事項について実施するものとする。

 (1)　障がい者等が行うスポーツ、レクリエーション（ハイキング、キャンプ、オリエンテーリング等）、趣味の活動（料理、音楽、絵画、陶芸、カラオケ等）、旅行等の余暇活動の場の提供 

 (2)　障がい者等への余暇活動に関する情報提供及び相談支援 

６　実施の条件 

この事業の実施に当たっては、次に掲げる事項を満たすことを条件とする。 

 (1)　地域余暇活動支援事業にあっては、余暇活動の場の提供は定期的なものとし、おおむね月平均２回以上実施すること。 

 (2)　重度障がい者外出支援事業にあっては、１日又は１泊２日の旅行日程で行い、おおむね10人以上の重度障がい者の参加者が見込まれるものとする。 

 (3)　団体等の関係者だけでなく、一人暮らしの障がい者等に対しても事業への参加を促すこと。
 (4)　ボランティアを募集し、障がい者等を地域で支える支援の輪を構築すること。 

 (5)　事業の実施に当たっては、参加する障がい者等の事故防止に十分留意すること。
第３　心身障がい児（者）タイムケア事業
１　目的
この事業は、心身障がい児（者）が家庭において介護を受けることができず、一時的に介護を必要とする場合に、当該心身障がい児（者）を市町村長があらかじめこの事業の実施について登録した者（以下「登録介護者」という。）に介護委託することにより、その心身障がい児（者）及び家族の地域生活を支援することを目的とする。 

２　実施主体
実施主体は、中核市を除く市町村（ただし、精神障がい者については、中核市を含む。）とする。
３　対象者
この事業において介護の対象となる者は、県内に在住する在宅の重症心身障がい児（者）、知的障がい児（者）、身体障がい児、重度身体障がい者及び精神障がい者（以下「心身障がい児（者）」という。）とその家族とする。 

４　登録介護者
登録介護者は、次に掲げる者で、この事業によるサービスを受けようとする者からの申し出等により、市町村が登録を行った者とする。

 (1)　心身障がい児（者）の近隣に在住する者又は知人とし、当該心身障がい児（者）との関係が民法第877条第１項に規定する扶養義務者及び生計を一にして同居する者は除くものとする。
ただし、やむを得ない事情がある場合で、市町村長が認める場合には、扶養義務者を登録介護者の対象とするものとする。

 (2)　市町村社会福祉協議会、心身障がい児（者）施設を経営する社会福祉法人及び福祉公社並びに別に定める要件に該当する民間団体。 

５　利用者の決定等 

市町村長は、次によりこの事業の利用者の決定等を行うものとする。 

 (1)　この事業の利用者及び介護者は、原則として登録制によるものとする。 

 (2)　この事業によるサービスを受けようとする場合は、別に定める「タイムケア事業利用登録証交付申請書」を市町村長に提出するものとする。 

ただし、緊急を要すると市町村長が認める場合にあっては、申請書の提出等は事後でも差し支えないものとする。この場合における利用登録の手続きは、サービス提供後速やかに行うものとする。 

 (3)　市町村長は、前項の申請があった場合、本要領を基にその必要性及びその内容を審査し、速やかに利用登録の可否を決定するとともに、適当と認めるときは別に定めるタイムケア事業利用登録証（以下「利用登録証」という。）を申請者に交付するものとする。 

６　サービス利用の方法 

利用登録証の交付を受けた者（以下「登録利用者」という。）は、次によりサービスを利用するものとする。

 (1)　サービスを受けようとする場合は、利用登録証に記載された登録介護者に利用登録証を提示するものとする。 

 (2)　登録利用者は、サービスの提供を受けた場合の確認を、別に定めるタイムケア事業利用確認票（以下「利用確認票」という。）に押印することにより行うものとする。 

 (3)　前項の利用確認票は、登録介護者が保管するものとする。 

７　サービスの形態 

この事業におけるサービスの形態は、次のとおりとする。 

 (1)　この事業は、登録介護者が登録介護者宅等において介護サービスを提供して行うものとし、登録介護者が４の(2)の場合にあっては、登録介護者がこの事業のために用意した専用居室等において介護を行うものとする。 

ただし、やむを得ない事情がある場合で、市町村長が認める場合には、登録利用者の自宅において介護サービスを提供するものを対象とするものとする。 

 (2)　自宅等から登録介護者宅等介護サービスの提供を受ける場所までの送迎に要する時間を、利用時間の対象とするものとする。 

この場合において、登録介護者の最終責任の下に他の民間事業者等に送迎のみを委託することができるものとする。 

８　利用限度時間 

この事業によるサービスは、利用登録証の有効期間内において、１人につき300時間を限度として提供するものとする。 

９　費用の負担 

この事業によるサービスの提供に要する費用のうち、飲食物費その他の実費は登録利用者の負担とし、登録利用者が登録介護者に直接納付するものとする。 

10　関係機関との連携等 

市町村長は、この事業の実施に当たり、民生・児童委員と連絡を密にするとともに、登録介護者との密接な連携を図り、事業の円滑な運営に努めるものとする。
第４　障がい児・者施設訪問看護サービス事業
１　目的
　　この事業は、施設等に通園（所）する障がい児・者（以下「通園障がい児等」という。）のうち、医療的ケアを必要とする通園障がい児等に対する医療的ケアの実施による保護者及び扶養義務者（以下「保護者等」という。）の付添介護の負担軽減や、医療的ケアを提供できる障害福祉サービス事業所又は障害児通所支援施設のない地域（以下「未指定地域」という。）で、在宅の重症心身障がい児（者）に対し、施設等で日常生活動作、運動機能等に係る訓練、指導等必要な療育等（以下「リハビリテーション」という。）を行うことにより運動機能等の低下を防止するとともにその発達を促すことを目的とする。
２　実施主体
実施主体は、中核市を除く市町村とする。
３　事業内容
 (1)　看護師派遣事業費補助事業
ア　対象経費
通園障がい児等の主治医の指示に基づき、訪問看護ステーションから派遣された看護師が、施設等において、対象通園障がい児等１人につき１日60分以内で行った医療的ケア（経管栄養、痰の吸引、導尿など比較的短時間で、かつ、定時の対応により処置が終了するものをいう。以下同様。）に要する経費とする。（ただし、当該看護師派遣により保護者等の付添介護が不要になるもの及び付添介護の負担が軽減されるものを対象とする。）
イ　対象施設
地域活動支援センター、市町村事業で実施する障がい者等共同作業所、保育所等、その他知事が必要と認めた施設。
 (2)　看護師等配置事業費補助事業
ア　対象経費
　　 (ｱ)　通園障がい児等の主治医の指示に基づき、施設等に看護師を配置して、対象通園障がい児等に対する医療的ケアを行った経費とする。
　　 (ｲ)　未指定地域にあっては、施設等にリハビリテーションを担当する職員(理学療法士、作業療法士、言語聴覚士または看護師)を配置して、対象通園障がい児等に対するリハビリテーションに要する経費とする。
イ　対象施設
地域活動支援センター、市町村事業で実施する障がい者等共同作業所、保育所等、その他知事が必要と認めた施設。
４　留意事項
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は看護師が、当該施設等の本来の事業実施に当たって別に定められた、人員、設備及び運営に関する基準等により置くべき員数に充てられている場合は本事業の対象としない。
第５　知的障がい者共同生活援助特別加算事業

１　目的

医療的ケアの必要な重症心身障がい者や強度行動障がいによる強いこだわりやパニック、障がいの程度が非常に重く日常の支援が常時必要な知的障がい者が介護サービス包括型共同生活援助事業を行う共同生活住居（以下「介護サービス包括型グループホーム」という。）で生活できるように、重症心身障がい者等が入居するグループホームを運営する経費について住居ごとに補助する。

２　実施主体

　　実施主体は、中核市を除く市町村とする。

３　事業の実施者

　　介護サービス包括型グループホームのうち、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の従業者、設備及び運営の基準に関する条例施行規則第53条第１項第２号に規定する生活支援員の員数に加えて、看護師又は生活支援員の配置を行う事業者。

４　日常の支援が常時必要な知的障がい者

　　１の日常の支援が常時必要な知的障がい者は、次に定める「日常生活動作等についての支援度合いの判断基準」に掲げる７項目のうち、６項目以上該当する程度又は行動障がい「著しい」に該当する者とする。

	項　目
	支援度合
	判　　断　　基　　準

	食　事
	全介助

又は

一部介助
	食事の準備、摂食行為、後片付けについて、つききりで介助等の支援を必要とする。

食事の準備、摂食行為、後片付けについて、常に見守り等の支援を必要とする。

	排せつ
	全介助

又は

一部介助
	排せつや失禁の後始末について、つききりで介助等の支援を必要とする。

排せつや失禁の後始末について、常に見守り等の支援を必要とする。

	入　浴
	全介助

又は

一部介助
	洗身・洗髪、浴槽の出入りについて、つききりで介助等の支援を必要とする。

洗身・洗髪、浴槽の出入りについて、常に見守り等の支援を必要とする。

	移　動
	全介助

又は

一部介助
	目的地に着くまでつききりで手を引くなどほぼ全面的な支援を必要とする。

目的地に着くまで見守りやときどき声をかけるなど部分的な支援を必要とする。

	健康管理
	全面的な支援
	薬の飲み忘れや飲み過ぎ・飲み残しがないよう常に服薬管理を必要とする。または、てんかんや糖尿病、腎不全等の慢性疾患を併せ持つことにより、通院や健康状態の把握に常に支援を必要とする。

	金銭管理
	全面的な支援
	金銭を財布等にしまっておくことや数百円程度のお金の出し入れにも制限がある等、金銭の管理に関わる全てにおいて支援を必要とする。

	人間関係の調整
	全面的な支援
	他の入居者との人間関係を築く等の調整や、トラブルの仲裁等にほぼ毎日支援を必要とする。

	

	行動

障がい
	著しい
	下記のうちいずれかの行動への対応をほぼ毎日必要とする。

①　強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動

②　睡眠障がいや食事・排せつに係る不適応行動

③　自傷行為や他人・ものに対する粗暴な行為


第６　軽度・中等度難聴児補聴器購入助成事業実施要領

１　目的

　　この事業は、障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度の対象外となっている軽度・中等度難聴児の補聴器購入に係る費用を補助する市町村に助成し、補聴器の早期装用、聴力の向上、言語の発達支援、周囲とのコミュニケーション障がい及びそれに伴う情緒障がいの改善を図ることを目的とする。
２　事業主体

実施主体は、中核市を除く市町村とする。

３　対象者
　次の各号のいずれにも該当する者とする。

 (1)　県内に在住する 18歳未満の軽度・中等度難聴児

 (2)　聴力レベルが身体障害者手帳の交付対象外であること。

 (3)　一般社団法人日本耳鼻咽喉科頭頸部外科学会が指定した県内に所在する精密聴力検査機関の専門医により補聴器の装用が必要であると診断されていること。

４　対象者の所得要件

障害者総合支援法第76条第１項ただし書により、補装具費支給制度の対象外とされる世帯（世帯の中に市町村民税所得割額が46万円以上の者がいる場合）に属する児童は対象外とする。

５　対象経費
補聴器の購入に係る助成金の交付額は、別表に定める基準額又は補聴器の購入にかかった費用のいずれか低い額の３分の２の額とする。身体の障がいの状況等により、イヤーモールド、受信機、ワイヤレスマイクまたはオーディオシューを必要とする場合は、「障害者総合支援法に基づく補装具の種目、購入又は修理に要する費用の額の算定等に関する基準」（平成18年9月29日厚生労働省告示第528号。以下「基準」という。）に基づき、修理基準の表に掲げる交換の額の範囲内で基準額に必要な額を加算することとする。

また、補聴器の修理に係る助成金の交付額については、基準に基づき補聴器の修理に係る基準額（その額が当該補聴器の修理に要した費用の額を超えるときは、当該補聴器の修理に要した費用の額とする。）を算定し、その３分の２の額とする。なお、1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てることとする。

６　提出書類

市町村長は、補聴器購入費等を対象者に補助するときは、次に掲げる書類を申請者から提出させるものとする。

 (1)　上記３(3)の精密聴力検査機関の専門医が対象者を診断し、作成した意見書。

 (2)　意見書の処方に基づき、補聴器販売業者が作成した見積書。

別表

	名　　称
	１台当たりの基準額（円）
	基準額に含まれるもの

	軽度・中等度難聴用

耳かけ型
	４３，９００
	補聴器本体

電池

	骨導式ポケット型
	７０，１００
	補聴器本体

電池

骨導レシーバー又は

ヘッドバンド

	骨導式眼鏡型
	１２０，０００
	


※　購入した補聴器の種類に応じて、上記基準額に対する３分の２の額。1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

※　イヤーモールド、受信機、ワイヤレスマイク及びオーディオシューを必要とする場合は、修理基準の表に掲げる以下の交換の額の範囲内で必要な額を加算することとする。

	名　　称
	１台当たりの基準額（円）

	イヤーモールド
	９，０００

	受信機
	９２，０００

	ワイヤレスマイク
	１２８，０００

	オーディオシュー
	５，０００


第７　障がい児通園施設利用児療育支援事業
１　目的
この事業は、障がい児通園施設を利用する障がい児の利用者負担を軽減することにより、障がい児の早期療育の機会を確保するとともに子育て支援の充実を図ることを目的とする。 

２　実施主体
実施主体は、中核市を除く市町村とする。 

３　事業内容 

 (1)　対象施設
児童福祉法第６条の２の２第１項に規定する児童発達支援及び医療型児童発達支援を行う施設（以下「通園施設」という。）。
 (2)　対象世帯
通園施設に通園する就学前の障がい児の他に、同一世帯から保育所、幼稚園、認定こども園、特別支援学校幼稚部（以下「保育所等」という。）に通園等する就学前の児童がいる世帯又は通園施設に複数の就学前の障がい児が通園する世帯。
 (3)　対象経費 

保育所等及び通園施設に通園等する就学前の児童のうち、２人目以降（年長者以外）の通園施設に通園する障がい児の利用者負担（食費の実費負担分を含む）を軽減する経費。
第８　心身障がい児感覚機能訓練事業
１　目的
この事業は、通所施設を利用する心身障がい児の心身機能の発達を図るため、感覚機能訓練（以下「訓練」という。）の実施に要する費用の一部を助成し、早期療育を支援することを目的とする。
２　実施主体 

実施主体は、中核市を除く市町村とする。 

３　事業内容 

 (1)　対象施設 

改正前の児童福祉法第７条に規定する知的障害児通園施設から改正後の同法同条に規定する児童発達支援センターのうち福祉型児童発達支援センターに移行した施設。 

 (2)　対象児童
　　　(1)に規定する対象施設（以下「施設」という。）を利用し、かつ訓練を必要とする児童。
 (3)　訓練内容 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等、訓練に関する専門的な知識及び技術を有する者（以下「専門家」という。）が実施する運動機能訓練、日常動作訓練、音声・言語機能訓練、摂食・嚥下機能訓練、遊戯療法、音楽療法等。 

 (4)　訓練実施上の留意事項 

施設の長は、次の事項に留意して訓練を実施するものとする。 

ア　訓練の実施に当たっては、日々の指導場面及び遊びの場面を積極的に活用するように配慮すること。 

イ　訓練の経過及び効果を指導記録等に記載すること。 

 (5)　対象経費
専門家による(3)に掲げる訓練等を実施するために要する講師謝金。 

４　留意事項
当該施設の従事者により訓練を実施する場合は、本事業の対象としない。
